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   第 ２ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成30年４月27日(金曜日) 

            午後１時59分開議 

            午後３時39分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成30年度主要事業及び新規事業等説明 

報告事項 

 ① 復興祈念ウィークの取組みについて 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 末 松 直 洋 

        委  員 前 川   收 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員  田 大 造 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       政策審議監 白 石 伸 一 

       危機管理監 松 岡 正 之 

    秘書グループ課長 府 高   隆 

    広報グループ課長 市 川 弘 人 

  くまモングループ課長 小金丸   健 

       首席審議員 

   兼危機管理防災課長 宮 本   正 

 総務部 

         部 長 池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 本 田 充 郎 

       政策審議監 青 木 政 俊 

      総務私学局長 満 原 裕 治 

        人事課長 小 原 雅 之 

        財政課長 下 山   薫 

    県政情報文書課長 村 上   徹 

      総務厚生課長 坂 本 弘 一 

      財産経営課長 永 江 昌 二 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 間 宮 将 大 

      消防保安課長 門 﨑 博 幸 

        税務課長 増 田 要 一 

企画振興部 

         部 長 山 川 清 徳 

       政策審議監 岡 田   浩 

   地域・文化振興局長 水 谷 孝 司 

   交通政策・情報局長 藤 井 一 恵 

  首席審議員兼企画課長 内 田 清 之 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 倉 光 麻里子 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 西 尾 浩 明 

 川辺川ダム総合対策課長 吉 野 昇 治 

      交通政策課長 重 見 忠 宏 

    交通政策課政策監 清 田 克 弘 

      情報企画課長 島 田 政 次 

      統計調査課長 山 田 裕 二 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 

        会計課長 無 田 英 昭 

      管理調達課長 岡 村 英 治 

 人事委員会事務局 

         局 長 田 中 信 行 

  首席審議員兼総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 小 﨑   至 

 監査委員事務局 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 
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         監査監 石 川   修 

         監査監 工 藤 真 裕 

 議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 横 井 淳 一 

        議事課長 中 村 誠 希 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課参事 小 池 二 郎 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

――――――――――――――― 

  午後１時59分開議 

〇内野幸喜委員長 それでは、定刻前です

が、ただいまより第２回総務常任委員会を開

会いたします。 

 今回、執行部を交えての初めての委員会で

ありますので、まずは一言御挨拶を申し上げ

ます。 

 皆さん、こんにちは。３月に開かれました

第１回総務常任委員会で委員長に選任をいた

だきました内野幸喜です。 

 この総務常任委員会、２年がたちました熊

本地震からの復興について、非常に重要な委

員会だと思います。力強い熊本地震からの創

造的復興に向けて資する議論ができるような

委員会にしたいと思いますので、委員の先生

方、そして執行部の皆様方の御理解と御協力

をよろしくお願い申し上げまして、挨拶とさ

せていただきます。 

 １年間、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 続きまして、末松副委員長から挨拶をお願

いいたします。 

 

〇末松直洋副委員長 皆さん、こんにちは。

さきの委員会で副委員長に選任していただき

ました末松直洋でございます。 

 今後１年間、内野委員長を補佐し、一生懸

命、円滑な委員会運営に努めてまいりますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

 各委員様、また、執行部の皆様には、御協

力よろしくお願いいたします。 

 簡単でありますが、挨拶にかえさせていた

だきます。 

 

〇内野幸喜委員長 続きまして、執行部の幹

部職員の自己紹介をお願いします。課長以上

については自席からの自己紹介とし、審議員

ほかについては、お手元にお配りしておりま

す役付職員名簿により紹介にかえさせていた

だきます。 

 それでは、知事公室・坂本公室長から、役

付職員名簿の順番により順次お願いいたしま

す。 

  （坂本知事公室長～上村議会事務局政務

調査課長の順に自己紹介) 

〇内野幸喜委員長 はい、ありがとうござい

ました。 

 １年間このメンバーで審議を行いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります

が、質疑については、執行部の説明を求めた

後、一括して受けたいと思います。 

 また、執行部からの説明は、資料に従いお

願いしますが、効率よく進めるために、着座

のまま簡潔にお願いいたします。 

 まず初めに、白石政策審議監。 

 

〇白石政策審議監 知事公室付でございま

す。 

 資料は、平成30年度主要事業及び新規事業

の資料をお願いいたします。 

 資料の４ページをお願いいたします。 

 まず、１、重要政策調整事業でございま

す。 

 知事によるトップマネジメントを補佐し、

県政の重要課題に必要な調査等を行う事業と

して、1,600万円を予算化しております。 

 次に、２、熊本地震震災ミュージアム具体
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化推進事業でございます。 

 熊本地震の記憶や教訓を伝承していくため

の震災ミュージアムにつきまして、具体的な

展示内容や断層の保存方法等の検討を行う事

業として、4,200万円余を予算化しておりま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

〇市川広報グループ課長 広報グループでご

ざいます。 

 説明資料の５ページをお願いします。 

 まず、県の魅力や特色を県内外に発信する

ための広報事業です。県の重要な施策等の情

報を、新聞、テレビ、ラジオ、広報誌、イン

ターネット等を活用して、県内はもとより全

国、海外へ向けて熊本をＰＲするための事業

を実施いたします。 

 また、(5)の首都圏等広報強化事業では、

熊本地震からの復旧、復興をアピールすると

ともに、熊本のイメージアップや魅力発信に

取り組みます。 

 (6)復旧・復興広報強化事業では、熊本地

震から２年経過し、本県の復旧、復興の加速

化や震災の風化防止等について、さらなる広

報の強化に取り組むものです。 

 ６ページをごらんください。 

 このほか、マスコミに対して、記者会見や

報道資料などによる情報提供を行う報道対

応、県政に関する提言や意見などを県民の皆

さんからいただき、県政へ反映させていく広

聴事業等を実施いたします。 

 広報グループの主要事業は以上でございま

す。よろしくお願いします。 

 

〇小金丸くまモングループ課長 くまモング

ループでございます。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 まず、くまモン使用許可等管理事業でござ

いますが、くまモンのイラストを利用した商

品等の利用許諾事務の委託事業でございま

す。平成29年度までの累計の許可件数は、２

万7,000件となっております。 

 次に、くまモン隊管理運営事業でございま

す。熊本関連イベント等にくまモン隊を出動

させる事業でございますが、全国及び海外で

も人気の高いくまモンへの出動要請は、引き

続き高い水準でございます。 

 次に、くまモン活用熊本ＰＲ事業でござい

ますが、くまモンの人気を生かし、くまモン

誕生祭等の開催や情報発信ツールを活用し

て、熊本の魅力を発信する事業でございま

す。 

 次に、くまもとプロモーション推進事業で

ございます。くまモンを活用し、国内で効果

的にくまもとプロモーション活動を展開して

まいります。 

 ８ページをお願いいたします。 

 くまモンスクエア管理運営業務でございま

すが、テトリア熊本ビル１階にございますく

まモンスクエアの運営経費でございます。 

 おかげさまで、平成30年３月には来館者が

190万人を超えました。今後も、よりよい運

営ができるよう努めてまいります。 

 次に、くまモン共有空間拡大推進事業でご

ざいます。具体的には、くまモングループ内

に、公募により民間企業などから派遣された

研究員を集め、それぞれが持つアイデアを活

用した取り組みを推進することにより、くま

モンの共有空間をより一層拡大させるもので

ございます。４月20日から今年度の募集を開

始しております。 

 最後は、くまモン海外プロモーション推進

事業でございます。 

 海外における本県の認知度向上や誘客促進

を図るため、くまモンを活用した海外プロモ

ーションや本物のくまモンが出演する動画を

制作、配信してまいります。 

 くまモングループは以上でございます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 
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〇宮本危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 説明欄の１は、危機管理・防災体制の強化

でございます。 

 (1)は、大規模テロなどを想定した国との

国民保護訓練を初めとして、国民保護事態を

初めとする各種危機管理体制の強化に取り組

むものでございます。 

 (2)は、熊本地震を踏まえまして、自主防

災組織を担っていただく地域リーダー、こう

いった方々の養成や自主防災組織間の連携強

化に取り組むものでございます。 

 (3)の九州広域防災拠点強化整備事業は、

熊本地震を踏まえまして、県内の物資拠点の

調査を実施するものでございます。 

 (4)の災害対策体制強化事業は、災害対応

を行う職員の備蓄食料の購入、もしくは災害

時に庁内で使用します電話ですとかインター

ネットですとか、そういった接続設備の整備

を行うものでございます。 

 (5)の市町村等防災体制強化事業、こちら

は、市町村において防災体制を行うに当たり

まして、作業工程をタイムライン化したり、

もしくは、今は一般的にＢＣＰと呼ばれてお

ります業務継続計画ですとか受援計画を市町

村に策定するように働きかけ、支援をしてい

くものでございます。 

 (6)の防災センター、これは新規事業でご

ざいますが、防災センターの設計につきまし

て、31年度の債務負担分と合わせまして、１

億7,000万円余で取り組みます。詳細につき

ましては、後ほど別紙の資料で御説明申し上

げます。 

 (7)は情報関係でございますが、熊本地震

を踏まえまして、国、市町村との連携を強化

する情報共有システムを整備するものでござ

います。 

 10ページのほうは、防災情報通信事業でご

ざいますが、こちらは経常経費でございまし

て、防災・震度情報システムですとか無線の

維持管理を行う経費でございます。 

 その下のデジタルアーカイブ事業につきま

しては、熊本地震の被害や対応の状況等を記

録いたしまして、写真や文書をデジタル保存

いたしまして公開をして、今後の防災に備え

るために役立ててまいるという事業でござい

ます。 

 下の熊本地震検証事業は、一昨年度、３カ

月までの検証を行いまして、昨年度、４カ月

検証を行いました。こちらにつきまして、全

国に発進して全国の災害対応に生かすという

取り組みをするものでございます。 

 大変申しわけございませんが、資料を変わ

りまして、別紙のＡ３の資料をお手元にお願

いいたします。 

 防災センターについて、御説明申し上げま

す。 

 熊本地震の課題や他県の先進事例を踏まえ

た防災センターの整備についてということ

で、課題や整備方針を取りまとめてございま

す。 

 (1)は、防災センターの課題と対応につい

てでございますが、左側の欄のとおり、課題

が大きく４点ございます。高層階配置と大き

な揺れによりまして障害が発生し、全国から

の応援機関の受援機能不足、それから熊本地

震の災害対応に支障を来しております。 

 その対応方針につきまして、右の欄に①耐

震基準の1.5倍の耐震性能を確保する必要が

あること、②の低層階への配置が必要である

こと、③の応援機関を受け入れる活動調整室

などの確保が必要であること、④の24時間体

制の対応を可能とするための備蓄倉庫などの

確保が必要だと、この４点整理してございま

す。 

 これらを踏まえまして、今後の防災センタ

ーに必要な機能と面積につきまして、(2)に

取りまとめてございます。 

 まず一番左の欄ですが、大規模災害の対応
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に必要な機能としまして、①の災害対策本部

機能、②の受援機能、③の後方支援機能など

に、４つに区分をしてございます。 

 これらにつきまして、２列目でございます

が、熊本地震の際に実際に使用したいろんな

対策に使用した面積といいますのが、県庁舎

内外を合わせて3,000平米を超えて活用して

ございます。 

 次に、３列目の面積の欄ですが、当時そう

いった職員が集まったところに、国が定めて

おります大体の面積の基準というのがござい

ますが、これを掛け合わせますと、合計で

6,000平米を超える面積が必要だということ

で算定してございます。 

 なお、この6,600平米のうち、平常時は防

災センターは全てを使いませんので、平常時

は、後ほど説明します合築予定であります県

央広域本部の会議室などとして利用したいと

考えておりまして、こちらの面積は3,600平

米でございます。 

 大きく面積を拡充するものといたしまして

は、①の行では災害対策本部ですとか情報連

絡室、③の行では備蓄倉庫ですとか、そうい

ったものでございます。 

 それから、新設するものとしましては、記

者・報道対応室、それから受援機能を行う室

などを新設予定してございます。 

 右側に写真を３つほどつけてございます

が、これは、他県の先進で取り組まれている

団体につきまして、我々が調査に行った際の

写真でございます。 

 以上を踏まえまして、一番下段のところに

(3)として整備方針を記載してございます

が、既存庁舎への移設では、先ほど説明しま

した面積ですとか必要な耐震機能が確保でき

ないということから、県庁の敷地内に別棟を

整備する、そして機能を確保することとして

ございます。 

 ②のその整備に当たりましてはの欄です

が、県央広域本部との合築によりまして、施

設を有効活用すること、面積、事業費の縮減

を図ること、それから交付税措置の高い起債

を最大限利用いたしまして、県負担の最小化

を図りたいと考えてございます。 

 危機管理防災課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

〇永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 関連しますので、引き続き、県央広域本部

庁舎の集約と防災センターとの合築について

御説明いたします。 

 お手元のもう一枚のＡ３横の資料をごらん

ください。 

 まず、資料左側の県央広域本部庁舎の集約

についてでございます。 

 上段の表にありますとおり、今回の熊本地

震により、県央広域本部が入る３つの庁舎の

うち、熊本土木事務所が大破、熊本総合庁舎

が中破と、大きく被災しました。 

 この２つの庁舎は、いずれも築45年以上経

過し、老朽化が進んでいることから、改修し

て長く使用することは困難であり、建てかえ

による復旧が必要でございます。 

 このような状況を踏まえ、中段に記載のと

おり、県有財産の有効活用に向けた総量最適

化、効率的活用及び長寿命化という３つの基

本的な取り組みに加え、県民サービスの利便

性や効率性等の観点も含めまして、県有地で

の建てかえを検討してまいりました。 

 下段のとおり、建物規模等は、２つの庁舎

を合わせた7,396平米、事業費は約50億円を

見込んでおります。 

 資料右側をお願いします。 

 次に、県央広域本部庁舎と防災センターと

の合築について御説明いたします。 

 先ほど危機管理防災課から御説明のとお

り、防災センターについては県庁敷地内に別

棟で整備することとされ、面積は6,600平

米、事業費は、防災無線等の設備関連経費も
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含めて約77億円を見込んでおります。このた

め、県央広域本部庁舎と防災センターを別々

に整備するとした場合、面積規模は合わせて

１万3,996平米、事業費は約127億円が必要と

なりますが、これを合築して整備すること

で、中段に記載のとおり施設を共有化するこ

とができ、面積3,996平米、事業費約27億円

を縮減することが可能となります。 

 合築庁舎の規模は、面積１万平米、事業費

約100億円を想定しており、場所は、県庁敷

地内の行政棟新館北側を基本に考えておりま

す。今年度から事業に着手し、設計２年、工

事３年で、平成34年度中の完成を目指してい

ます。 

 建物の規模や事業費等につきましては、今

後、設計を実施していく中で精査してまいり

ます。 

 下段に、県庁敷地内での合築の取り組みの

効果等を上げております。 

 耐災性の確保、強化や組織体制の一元化、

運営コストの最小化といった効果が挙げられ

ます。 

 その下の概算事業費の比較表ですが、中ほ

どの列にありますように、交付税措置がある

災害復旧事業債等の有利な財源を活用するこ

ととしております。現地に別々に再建する場

合と比較して、県庁敷地内に合築する場合に

は、現地を売却する場合に見込まれる収入も

含めますと、一番右側の実質負担額は約53億

円となり、約44億円の縮減効果が見込まれま

す。 

 本年度当初予算に設計費等を計上しており

ますが、しっかりと本事業に取り組み、県民

サービスの確保、向上に努めてまいります。 

 財産経営課からは以上でございます。よろ

しくお願いします。 

 

〇小原人事課長 人事課でございます。 

 説明資料の11ページをお願いいたします。 

 人事課は経常的な経費が主でございますの

で、今年度重点となる取り組みを３点掲載さ

せていただいております。 

 まず、項目１の復旧、復興に向けた組織体

制の整備、人材の確保についてでございます

が、復旧・復興プラン、４カ年戦略に基づく

取り組みの進捗状況などを踏まえ、必要な組

織体制の整備を進めてまいります。その際、

既存組織については、通常業務の見直しも踏

まえながら、効果的、効率的な組織体制の整

備を目指していきます。 

 また、２の必要な人材の確保につきまして

は、引き続き、全国の都道府県に対し、即戦

力となる職員の派遣を求めるとともに、任期

つき職員や再任用職員、臨時・非常勤職員の

採用、民間委託など、あらゆる手法を使って

人材の確保を行ってまいります。 

 なお、今年度は、他都道府県からの派遣職

員86人の受け入れ、42人の任期つき職員の任

用等により、昨年度に比べ11人多い4,297人

を確保しております。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 項目２の勤務環境の整備と健康管理につい

てでございます。 

 復旧・復興業務は長期的な対応が必要であ

り、職員が全力かつ継続的に対応することが

できるよう、職員誰もが働きやすい勤務環境

を整備し、さらに長時間勤務を縮減すること

により、職員の心身の健康維持を図ってまい

ります。 

 具体的には、１の勤務環境の整備として、

職員の担当業務に対応し、最も効果的、効率

的に働くことができるよう、業務内容に応じ

て勤務時間をずらすことができる特例勤務の

積極的な活用を初め、多様な働き方の導入に

ついて検討を進めてまいります。 

 また、他都道府県からの派遣職員や任期つ

き職員の方々など、さまざまな出身地や年齢

層から成る新たな職員を最大限に活用してい

く必要がございます。そのため、各職場にお

いて、本県での仕事の進め方になれていただ
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くまでの積極的な助言など、仕事が円滑に進

むよう支援するとともに、他の職員と十分に

コミュニケーションが図れるような工夫、宿

舎確保を初め衣食住の情報提供など、私生活

も含めた目配りをしながら、受け入れ環境を

整えてまいります。 

 ２の健康管理としましては、職員の心身の

健康を維持するため、引き続き通常業務の見

直しや柔軟な勤務時間のあり方を検討しなが

ら、長時間勤務の縮減を図ってまいります。 

 また、いわゆるパワハラ、セクハラなど、

あらゆるハラスメントについて研修等を行

い、その防止に努めてまいります。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 項目３の地方公務員法及び地方自治法の改

正への対応についてでございます。 

 平成29年度の法改正に伴い制度化され、平

成32年４月までに導入することとされました

ことから、導入に係る準備を滞りなく進めて

まいります。 

 １の会計年度任用職員ですが、特別職の非

常勤職員、いわゆる嘱託職員及び臨時職員の

任用が厳格化されるとともに、一般職の非常

勤職員として会計年度任用職員が新たに制度

化されました。本県における嘱託職員及び臨

時職員の任用実態を踏まえ、新たな制度への

円滑な移行を図ることとしています。 

 次に、２の内部統制ですが、事務を執行す

る主体である知事みずからが、行政サービス

の提供等の事務上のリスクを評価及びコント

ロールし、事務の適正な執行を確保する体制

として、内部統制体制を構築することが義務

化されました。 

 従来から行っている事務処理に係る日常的

なチェックを、ＰＤＣＡサイクルのもとで体

系づけて行う体制を構築するものであり、こ

れまでの不適正経理再発防止策の取り組み等

も踏まえながら、本県の実情に合わせた体制

を構築してまいります。 

 人事課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

〇下山財政課長 財政課でございます。 

 資料の14ページをお願いします。 

 財政課は、予算編成業務を担当させていた

だいております。項目にあります平成30年度

当初予算の概要について説明させていただき

ます。 

 まず、Ⅰ、予算編成の基本的な考え方につ

いてです。 

 30年度当初予算は、蒲島県政３期目の折り

返しの年として、熊本地震からの復旧、復興

を加速し、４カ年戦略に基づいた施策の展開

により、新たな熊本の創造に向けた明確な道

筋をつくる予算とすることを目指しました。 

 このため、重点10項目を初めとした取り組

みに重点化し、より実効性の高い施策が展開

できるよう編成いたしました。 

 次に、Ⅱ、当初予算の特色でございます。

３点上げてございます。 

 １点目は、熊本地震からの復旧、復興の加

速化として、熊本を早く復活させ、さらなる

発展に向けた取り組みを進めることが重要と

の認識のもと、昨年度までの地震関連予算総

額7,248億円に加え、次の段落３行目です

が、今年度も1,226億円を計上しておりま

す。これによりまして、地震関連予算は、累

計で8,474億円となっています。 

 続いて、15ページをおめくりください。 

 特色２点目の４カ年戦略に掲げる４つの創

造に向けた取り組みの推進です。戦略に掲げ

た４つの創造の実現に向けた明確な道筋をつ

くることとしております。また、31年度まで

に創造的復興を最大限実現するため、本年度

の当初予算は、前年度と同様に、地震前の規

模を大きく上回る8,338億円を計上しており

ます。 

 次に、３点目、主要財政指標等についてで

す。 

 (1)の通常県債残高を増加させない予算編
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成と、次の16ページになりますが、(2)の財

政調整用４基金残高の２つを上げておりま

す。 

 まず、通常県債残高につきましては、通常

債の新規発行額を元金償還額以下に抑制し、

通常債の減少基調を維持しております。参考

欄記載のとおり、平成29年度末の通常債残高

は約8,900億円と見込まれ、昨年度よりも76

億円の縮減となります。 

 続いて、下の16ページをお願いいたしま

す。 

 (2)の財政調整用４基金残高についてで

す。 

 昨年10月の財政収支見通しでは、36億円の

財源不足を見込んでおりましたが、予算編成

過程において財源確保等に努めた結果、当初

予算編成後の４基金残高は、下段の財政調整

用４基金残高の推移の表の一番右の欄のとお

り、82億円を確保しております。 

 最後に、おめくりいただきまして17ページ

をお願いします。 

 Ⅲ、当初予算の規模です。 

 一般会計当初予算の規模は、先ほど御説明

いたしましたとおり8,338億円で、前年度に

比べ519億円の減となります。推移をグラフ

に示しておりますが、地震前の規模を上回っ

ている状況です。 

 財政課からは以上です。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

〇村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 県政情報文書課は、行政文書やそれから法

制に関連しました県の事務の総括を行うとと

もに、県立大学の支援を担当しております。 

 それでは、18ページをお願いいたします。 

 １番、行政文書管理制度の円滑な運用でご

ざいます。 

 本県では、行政文書等の管理に関する条例

を定めております。この条例に基づきます行

政文書管理制度の円滑な運用を図っておりま

す。 

 特徴的なところといたしましては、第三者

機関であります行政文書等管理委員会の意見

を聞いた上で行政文書の廃棄を進めますとと

もに、歴史的に重要な歴史公文書を適切に保

存し、利用の促進を図ることとしておりま

す。 

 ２番目、行政不服審査制度の着実な運用で

ございます。 

 平成28年４月から、行政不服審査制度が全

面的に改正をされました。審査庁が裁決をす

る場合には、原則として、これも第三者機関

でございます行政不服審査会へ諮問すること

とされております。この審査会の事務局とい

たしまして、調査審議、それから答申作成等

の補助を行っております。 

 ３番目といたしまして、情報公開の推進で

ございます。 

 情報公開条例に基づきます情報開示請求、

それに対します情報開示、こうしたことに対

しまして助言を行いますとともに、その決定

に対しまして審査請求がありましたときに

は、やはり情報公開審査会の事務局として、

調査審議、答申作成等の補助を行っておりま

す。 

 加えまして、県庁新館１階の情報プラザを

運営しておりまして、県政情報の積極的な提

供に努めております。 

 ４番目、個人情報保護の推進でございま

す。個人情報保護条例に基づきまして、個人

情報の適切な取り扱いについて助言を行って

おります。 

 また、この条例におきまして、自己情報の

開示請求というのができることとなっており

ます。この開示に対しまして審査請求があり

ましたときの個人情報保護審査会の事務局と

して、同じように調査審議、答申作成の補助

を行っております。 

 次のページをお願いいたします。19ページ
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でございます。 

 ５番の公益法人制度の確実な実施でござい

ます。 

 公益法人の監督を適切に行うため、研修を

実施しますとともに、立入検査等を行うこと

としております。 

 最後に、６番、公立大学法人熊本県立大学

への支援でございます。 

 これは、まず１番、運営費交付金の交付で

ございます。県立大学において業務を確実に

実施できますよう、業務の財源の一部として

運営費交付金を交付しております。 

 それから、地震関連といたしまして、昨年

度に引き続き、熊本地震に伴う授業料減免相

当額を交付することとしております。大学と

しましては、授業料減免分は収入減となりま

すので、この分を県のほうから支援するもの

でございます。 

 それから、(2)と(3)は、大学の業務運営に

関する評価でございます。 

 (2)のほうは、毎年度行います年度評価と

いうことで、今年度は平成29年度の評価を行

うこととしております。 

 (3)につきましては、大学は、基本６年ス

パンで、県が目標を設定し、大学が計画をつ

くるという形になっておりまして、昨年度で

第２期の中期目標期間が終了しましたことか

ら、今年度に関しましては、その第２期の中

期目標期間の業務実績の評価をすることとし

ております。 

 マル新としておりますのは、６年ごとにあ

るという意味でマル新とさせていただいてお

ります。 

 県政情報文書課は以上でございます。 

 

〇坂本総務厚生課長 総務厚生課でございま

す。 

 資料の20ページをお願いいたします。 

 まず、１の庶務事務の集中処理でございま

すが、庶務事務の効率化を図るために、諸手

当の認定、旅費、賃金・報酬事務等の集中処

理を行うとともに、この集中処理を行う庶務

事務システムと賃金・報酬システムの運用を

行っております。 

 現在集中処理を行っている主な対象事務及

び対象期間は、資料に記載のとおりです。 

 次に、下段の２、職員の健康管理でござい

ますが、主な事業としましては、各種の健康

診断やストレスチェックを初め、その結果に

基づきます事後指導等を実施しております。 

 また、復旧・復興業務の長期化を踏まえま

して、長時間勤務による健康障害を防止する

ため、産業医による所属長への助言指導及び

職員への保健指導を実施しますとともに、職

員の心の健康づくり対策の一環として、精神

科医等の専門家によるストレス相談や職員研

修などを実施しております。 

 さらに、労働安全衛生法に基づき、快適な

職場環境の形成促進に取り組んでおります。 

 総務厚生課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

〇永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 説明資料の21ページをお願いします。 

 財産経営課の主要事業といたしまして、３

項目を上げております。 

 まず、１の庁舎等の管理でございますが、

これは、県庁舎や地域振興局の庁舎等を適正

に管理するための清掃、設備の保守点検等の

委託業務及び光熱水費等の経費でございま

す。 

 県庁舎等の適正な執務環境の維持等を図る

とともに、空調の弾力的運用やＬＥＤ照明の

導入などにより、エネルギー使用量の削減に

努めてまいります。 

 なお、本年度のＬＥＤ照明の導入は、芦北

総合庁舎を予定しております。 

 次に、２の財産の管理、活用です。 

 県有財産につきましては、経営戦略的視点
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に立った県有財産の総合的な管理に関する基

本方針に基づきまして、長期的な視点で県有

財産の量、質、使い方を見直していく、いわ

ゆるファシリティーマネジメントの取り組み

を進めているところでございます。 

 この基本方針に基づき、県有施設の集約化

や未利用地の売却等に取り組んでまいりま

す。 

 なお、本年度は、昨年度に引き続き、天草

広域本部庁舎の集約化、長寿命化のための設

計等に取り組むこととしております。 

 最後に、３の庁舎等の災害復旧、機能強化

でございます。 

 熊本地震により被災した県庁舎等の復旧及

び先ほど御説明いたしました県央広域本部庁

舎の建てかえのための設計等につきまして、

耐災性の向上やファシリティーマネジメント

の観点を踏まえながら取り組んでまいりま

す。 

 財産経営課は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いします。 

 

〇塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 次の22ページをお願いいたします。 

 項目１の私立高等学校等経常費助成費補助

ですが、私立学校の教育条件の維持向上等の

ため、私立の中学、高校に対し、人件費や教

育研究費等の経常的経費の助成を行うもので

す。 

 ２の私立高等学校等就学支援金事業は、私

立高校生等の授業料負担を軽減するため、年

収約910万未満程度の世帯の生徒に対し支援

金を支給するものです。支給額は、年額11万

8,800円を基本としまして、所得に応じて1.5

倍から2.5倍の加算があります。 

 ３の私立学校施設安全ストック形成促進事

業は、安全、安心な教育環境確保のため、学

校施設のつり天井や照明、外壁等の非構造部

材を含めた私立学校施設の耐震診断、耐震補

強・改築工事等に要する経費に対し、私立学

校に助成を行うものです。 

 ４の熊本時習館構想関連事業は、私立学校

に通う生徒たちの夢の発見、挑戦、実現を応

援するため、さまざまな課題や希望を持って

いる生徒等に対し、そのニーズに応じたメニ

ューを提供するもので、海外大学進学や海外

高校留学を総合的に支援する海外チャレンジ

塾やがんばる高校生県表彰事業、スクールソ

ーシャルワーカー派遣事業等を行っていま

す。 

 最後に、５の地震対応分、被災生徒授業料

等減免補助事業は、熊本地震で被災し就学が

困難となった生徒の授業料や施設整備費等の

減免を行う私立学校に対し、引き続き、当該

減免相当額の助成を行うものです。 

 私学振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

〇間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 資料23ページをお願いいたします。 

 まず、市町村の地方創生の推進と行財政基

盤強化に向けた支援について御説明いたしま

す。 

 １の自治振興支援事業といたしまして、市

町村の行政、財政、税制等について支援、助

言を行うことにより、市町村の適正な事務の

執行及び地方自治の振興を図ってまいりま

す。 

 ２の地方創生市町村支援事業は、熊本版地

方創生コンシェルジュによる施策立案、そし

て人材育成の支援によりまして、市町村の地

方創生や創造的復興に向けた取り組みを後押

しするものでございます。 

 ３の市町村との人事交流の推進につきまし

ては、県と市町村の連携強化、そして市町村

の人材育成を通じて、市町村の行政体制の強

化を図るために実施しているものでございま

す。 

 ４、県議会議員一般選挙の執行準備につき
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ましては、来年４月に任期満了を迎えます県

議会議員選挙に向けまして、今年度中から準

備を開始するものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 熊本地震からの復旧、復興に向けた支援で

ございます。 

 １の平成28年熊本地震復興基金の交付につ

きましては、熊本地震からの早期の復興を図

るため、活用事業ごとの統一ルールを定めま

して、市町村に交付金を配分するものでござ

います。今年度の予算には150億円を計上し

ております。 

 ２の熊本地震被災市町村支援事業につきま

しては、被災市町村の職員不足を解消するた

め、合同任期付職員採用試験や全国自治体を

訪問しての派遣要請の実施、さらには被災市

町村の現状を県外の自治体の皆様に視察して

いただくための事業を実施するものでござい

ます。 

 市町村課は以上でございます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 

〇門﨑消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 資料、次の25ページをお願いいたします。 

 まず、項目の１、防災消防ヘリによる防災

体制の充実強化としまして、管理運営費２億

9,000万円余を計上しております。これは、

平成13年７月から運用しております防災消防

ヘリ「ひばり」の安全運航確保に向けた運航

管理委託及び点検整備に要する経費となりま

す。 

 項目の２、消防体制強化推進事業でござい

ますが、組み替え新規事業といたしまして、

市町村消防の体制強化に向け、広域化や連携

協力、消防団員の加入促進に取り組むもので

ございます。 

 項目の３、消防学校教育訓練機能強化事業

でございますが、資機材の整備とあわせまし

て、消防職員の技能の向上や大規模災害への

対応を踏まえました教育訓練施設のあり方を

検討するものでございます。 

 最後に、項目の４ですが、被災をいたしま

した消防学校の屋内訓練場、救急棟の合築に

よります改築、それと武道場の改修に取り組

むものでございます。 

 消防保安課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

〇増田税務課長 税務課でございます。 

 資料は26ページをお願いいたします。２点

掲げてございます。 

 １点目が、県税収入の確保についてでござ

います。 

 当初予算に掲げたものでございます。平成

30年度の県税収入は、個人県民税で、いわゆ

る県費負担教職員の給与負担の政令市への移

譲に伴います税源移譲によりまして税収減が

あるものの、企業収益の改善による法人２税

の税収増、それから、全国的な消費拡大によ

る地方消費税の増によりまして、平成29年度

当初予算と比較しまして34億円多い1,570億

円を計上したところでございます。 

 税目別の主な増減につきましては、資料に

記載のとおりでございます。 

 なお、引き続き、熊本地震の被災者に対し

ましては、十分配慮しながら県税収入の確保

に努めてまいります。 

 ２点目が、ふるさとくまもと応援寄附金に

ついてでございます。 

 ふるさとを応援する気持ちを寄附という形

で実現をするふるさと納税につきましては、

地域活性化に寄与するとともに、災害時にお

ける被災地の支援ということで活用されてき

ております。 

 本県におきましても、熊本地震が発生以

来、そこに記載のとおり多額の寄附をいただ

いておるところでございます。 

 今後とも継続的な支援がいただけますよう

に、寄附者に対する積極的なフォローアップ
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等の取り組みを展開してまいります。 

 税務課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

〇内田企画課長 企画課でございます。 

 説明資料の27ページをお願いいたします。 

 １の広域開発行政促進事業につきまして

は、全国知事会、九州地方知事会、九州地域

戦略会議等を通じまして、全国あるいは九州

の広域的な諸問題につきまして協議、推進を

図りますとともに、国への施策提言や他県と

連携した取り組み等を進めてまいるものでご

ざいます。 

 ２のふるさとくまもと創造人材奨学金返還

等サポート事業は、新規事業でございます。 

 若者の県内就職と定着、それから県内企業

等の中核を担う人材確保のため、県と県内企

業等が２分の１ずつ負担をして基金を設置い

たしまして、県内企業等に就職する若者の奨

学金返還等を支援する制度を創設することと

いたしております。 

 平成30年度当初予算では、制度の創設それ

から周知のための事務費を計上いたしており

ます。 

 今後、経済界、大学等との協議を重ねまし

て、平成30年度から大学３年生等のエントリ

ー受け付けを開始し、平成32年度から就職者

に対する実際の支援を開始する予定といたし

ております。 

 ３の熊本県世界チャレンジ支援基金積立金

は、夢を持ち、世界に挑戦する芸術家や学生

などが海外で学び、経験を積むことを後押し

するため、官民一体となって平成25年３月に

基金を設置いたしておりますが、その基金を

積み立てるものでございます。 

 基金につきましては、熊本での就職を希望

する大学生等に対しまして、実践的な海外留

学等に要する経費を支援することで、熊本で

の定着や貢献を促し、将来の熊本を支えるリ

ーダーとなるグローバル人材を育成します

｢熊本版」官民協働海外留学支援事業など、

４事業に活用してまいります。 

 28ページをお願いいたします。 

 ４のふるさと投資応援事業につきまして

は、被災した中小企業がふるさと投資を活用

した熊本地震被災地応援ファンド、いわゆる

インターネットを介しまして広く資金を集め

るクラウドファンディングの手腕による資金

調達方法でございますが、これによりまして

事業を再建し、さらなる事業発展等を実現で

きるよう、その事業計画作成や事業再構築な

どの計画等につきまして支援を行ってまいり

ます。 

 さらに、セミナー等の開催によりまして、

ふるさと投資の情報発信を図ることで、ふる

さと投資を活用しやすい環境づくりを進め、

復旧、復興を後押ししてまいります。 

 ５の次世代ベンチャー創出支援事業は、本

県の自然環境や資源を生かした自然共生型産

業などの創出につながる起業家やベンチャー

等の発掘、育成を産学官が連携して取り組む

ものでございます。昨年、熊本大学や肥後銀

行等と熊本県も連携協定を結んで、この取り

組みを始めているところでございます。 

 資金調達が困難な創業初期のベンチャー企

業に対しまして、研究開発等を実践しやすい

環境を創出し、ベンチャーの成長を加速して

まいります。 

 ６のくまもと版ＤＭＯ推進事業は、観光地

域づくりを広域的に担います株式会社くまも

とＤＭＣが行いますマーケティング、ブラン

ディングの実施や観光ルートの開発、ウエブ

システム開発等の取り組みを支援しまして、

熊本地震で甚大な被害を受けました観光産業

の再生、発展及び地域活性化を推進してまい

ります。 

 企画課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

〇倉光地域振興課長 地域振興課でございま
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す。 

 説明資料の29ページをお願いいたします。 

 １の地域づくりチャレンジ推進事業は、市

町村や住民による雇用、交流拡大等の自主的

な地域づくりや複数市町村が市町村域を越え

て取り組む事業等に対して、総合的な支援を

行うものでございます。 

 ２の「環境首都」水俣・芦北地域創造事業

は、環境負荷を少なくしつつ、経済発展する

新しい形の地域づくりのために、市町が行う

取り組みへの支援等を行うものでございま

す。 

 ３の阿蘇草原再生事業は、野焼きボランテ

ィアの拡充や放棄地の野焼き再開など、草原

再生に向けた取り組みについて、地元市町村

等と連携して支援するものでございます。 

 ４の御所浦地域活性化推進事業は、地域お

こし協力隊の配置や地域資源を生かした観光

の目玉づくりなど、地域活性化のための方策

を実施するものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ５のスポーツによる地域活性化事業は、ロ

アッソ熊本等のプロスポーツチームを核とし

た復興活動及び地域づくりに対する支援を行

うものでございます。 

 ６の立野地区地域再生等支援事業は、南阿

蘇村立野地区のコミュニティー再生などの支

援を行うものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

〇西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料の31ページをお願いいたします。 

 まず、１の文化振興関係事業でございま

す。 

 (1)の文化行政推進は、文化振興審議会の

運営、それから熊本県文化協会等への支援を

行うものでございます。 

 (2)の熊本県芸術文化祭推進事業は、熊本

県文化協会等と連携いたしまして、熊本県芸

術文化祭を県内一円で開催し、また、荒尾市

におきまして、くまもと子ども芸術祭を開催

するものでございます。 

 (3)の「くまもと手仕事ごよみ」推進事業

は、伝統工芸などの熊本の手仕事の魅力を暦

と結びつけまして情報を発信し、後世に継承

を図っていくものでございます。 

 (4)のくまもと若手芸術家海外チャレンジ

事業は、熊本県世界チャレンジ支援基金を活

用しまして、海外での芸術研修やコンクール

に参加する学生、それから若手芸術家に対し

て支援をするものでございます。 

 (5)のレジデンスfor阿蘇世界文化遺産は、

海外芸術家を阿蘇に招聘し、阿蘇をテーマと

した作品の創作、発表等を通して、世界文化

遺産を目指す阿蘇の魅力を国内外に発進する

ものでございます。 

 (6)のくまもと文化魅力発信事業は、加

藤、細川を初めとする本県のすぐれた歴史や

文化の魅力の発信や、国際スポーツ大会等に

向けました文化プログラムを推進するもので

ございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 ２の県立劇場関係事業でございます。 

 (1)の県立劇場管理運営事業は、指定管理

者の公益財団法人熊本県立劇場に委託し、県

立劇場の管理運営及び熊本地震からの心の復

興を支援いたしますアートキャラバンくまも

となどの文化事業を行うものでございます。 

 (2)の県立劇場施設整備費は、保全計画に

基づきまして昨年度から施工しております県

立劇場演劇ホールの舞台つり物の改修工事、

それから、新たに施工いたします両ホールの

舞台照明改修工事等を行うものでございま

す。 

 ３の世界文化遺産登録推進事業は、関係

県、市町などと連携し、本年７月の登録が期

待されます天草の﨑津集落、それから登録を

目指します阿蘇の世界文化遺産の登録推進、

それと、既に登録されております万田坑、三
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角西港、その適切な保全等を行うものでござ

います。 

 ４の博物館関係事業でございます。 

 (1)の博物館ネットワーク推進事業は、博

物館ネットワーク構想に基づきまして行う活

動、県市連携協定に基づき、熊本市立熊本博

物館に県下全域の自然を紹介するサテライト

展示等を行うものでございます。 

 (2)の博物学関係資料活用・学習支援は、

博物館ネットワークセンターの企画展示、移

動体験教室、自然観察会等を行うものでござ

います。 

 文化企画・世界遺産推進課は以上でござい

ます。よろしくお願いいたします。 

 

〇吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 １の川辺川ダム総合対策事業は、球磨川治

水対策協議会における治水対策の検討及び五

木村の振興など、川辺川ダム事業についての

諸課題解決に向けて、総合的な調整を行うた

めの事務費でございます。 

 ２つ目の球磨川水系防災・減災ソフト対策

等補助金は、球磨川水系の水害対策に資する

流域12市町村の防災、減災のソフトの取り組

みに対しまして、基金を財源として補助金を

交付するものです。 

 なお、本年度末の基金残高は、１億9,000

万円余となる見込みでございます。 

 次に、３の五木村の振興についてでござい

ます。 

 まず、(1)の五木村振興交付金事業は、村

が行うソフト事業、基盤整備事業に対して交

付金を交付するものです。 

 ①のソフト事業は、村と共同で策定いたし

ましたふるさと五木村づくり計画に基づき、

村が実施する観光、物産の振興、林業振興等

に要する経費に対しまして、五木村振興基金

を財源として交付金を交付いたします。 

 なお、本年度末の基金残高は、2,700万円

余となる見込みでございます。 

 次に、②の基盤整備事業は、平成23年６月

の国、県、村による三者合意に基づき、村が

実施する水没予定地の整備に要する経費に対

して交付金を交付するものでございます。 

 次に、(2)の五木村振興道路整備(受託)事

業は、村道整備工事１路線を村から受託して

施工するものでございます。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

 

〇重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料34ページ、お願いいたします。 

 まず、１の地域交通企画調整事業につきま

しては、地域の公共交通ネットワークを維

持、確保し、県民の日常生活を支えるため、

鉄道、路線バス等地域の実情、特性に応じた

取り組みについて、国及び沿線市町村と連携

して支援を行うものでございます。 

 主な取り組みとしては、地方バスの運行や

鉄道軌道輸送に対する支援、阿蘇くまもと空

港とＪＲ肥後大津駅、これ、愛称、阿蘇くま

もと空港駅となってございますが、これを結

ぶ空港ライナー運営のための負担金、離島で

あります御所浦航路の支援などがございま

す。 

 また、地震対応分として、平成28年度から

実施しております益城テクノ団地のバスによ

る生活交通に関する支援などに取り組んでま

いります。 

 ２の肥薩おれんじ鉄道関連事業は、肥薩お

れんじ鉄道を安全かつ安定的に運行させるた

め、鉄道基盤の整備、維持に係る費用につき

まして、沿線市町や鹿児島県と連携して支援

等を行うものです。 

 １枚おめくりいただきまして、説明資料35

ページ、お願いいたします。 

 ３の阿蘇くまもと空港関連事業、これにつ

きましては、熊本地震で甚大な被害を受けま
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した阿蘇くまもと空港の創造的復興に向け、

国内線、国際線の増便や新規路線の誘致活

動、また、コンセッション方式の導入により

ます国内線・国際線ターミナルビルの一体的

整備及び耐震化、空港アクセス改善に向けた

調査、検討に取り組むものでございます。 

 主な取り組みとしては、阿蘇くまもと空港

国際線振興協議会への負担金や、国が実施い

たします阿蘇くまもと空港のエプロン拡張等

の工事に対します直轄事業負担金などのほ

か、地震対応分として、コンセッンション導

入に必要な課題整理、検討等を行う阿蘇くま

もと空港創造的復興推進事業や、空港アクセ

ス施策別の定時性、速達性等の比較調査、検

討などを行う空港拠点性向上事業などに取り

組んでまいります。 

 続いて、４の地域航空推進事業、これは、

天草エアラインの安全かつ安定的な運航が維

持されるよう、機材整備に係る費用を地元市

町と連携して支援するとともに、天草空港利

用促進協議会を中心に、利用促進対策に取り

組みます。 

 ５の南阿蘇鉄道災害復旧支援事業につきま

しては、震災で甚大な被害を受けました南阿

蘇鉄道の災害復旧に係る費用を、国、南阿蘇

村と連携して支援するものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

〇島田情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 資料の36ページをお願いいたします。 

 １の熊本県総合行政ネットワーク管理運営

事業は、県庁と各広域本部、地域振興局等を

高速通信回線で接続しております熊本県総合

行政ネットワークの監視、保守、運用管理を

行うものでございます。 

 本年度は、県庁、出先機関等約70カ所に設

置しております100台を超えます通信装置に

つきまして、運用開始から９年目を迎えるこ

とから、その更新を予定しております。 

 ２の庁内情報基盤管理運営事業は、職員が

利用するメール等のシステムや職員が庁外か

ら庁内システムへアクセスできるシステムの

運用を行うとともに、県と市町村共同でイン

ターネット接続のセキュリティー監視を行い

ます熊本県自治体情報セキュリティークラウ

ドの運用を行うものでございます。 

 ３の社会保障・税番号制度に係る共同シス

テム整備事業は、マイナンバーの全国システ

ムと連携した県の情報システムの拡充、保

守、運用を行うものでございます。 

 ４のくまもとフリーWi-Fi整備事業、地震

対応分でございますが、災害が起こった際な

どに情報収集を行う通信環境の確保を図るた

め、熊本県無料公衆無線ＬＡＮ――くまもと

フリーWi-Fiと呼んでおりますが、こちらを

設置する施設、交通拠点、交通機関への支援

を行うものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

〇山田統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 37ページをお願いいたします。 

 統計調査課におきましては、国から委託を

受けた委託統計調査及び県単独の調査を実施

しております。 

 １の委託統計調査の実施でございますが、

毎年度実施する経常調査と５年に１度実施す

る周期調査がございます。 

 (1)の経常調査につきましては、家計調査

など、記載の10調査を本年度も引き続き実施

いたします。 

 また、(2)の周期調査につきましては、５

年に１度実施する大規模な調査になります

が、記載のとおり、住宅・土地統計調査及び

漁業センサスを本年度実施するものです。 

 最後に、２に記載しておりますとおり、県

単独の調査及び統計資料の刊行、ホームペー

ジでの情報提供を実施いたします。 
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 以上、よろしくお願い申し上げます。 

 

〇無田会計課長 会計課でございます。 

 資料の38ページをお願いいたします。 

 項目として２項目上げております。 

 まず１つ目の項目、会計事務の適正な執行

の確保につきましては、説明欄に記載のとお

り、２点ございます。 

 (1)の総合財務会計システム管理事業は、

事務の効率化や県民サービスの向上を図るた

め、本システムの安定的な運用及び維持管理

を行うものでございます。 

 また、本年度は、来年５月に予定されてお

ります新元号に対応するためのシステム改修

を行うこととしております。 

 (2)の会計管理費は、会計事務の適正な執

行が図られるよう、関係書類の確認、審査等

を行いまして、円滑な出納事務を行いますと

ともに、会計事務の研修や検査等を実施し

て、職員の資質向上を図るものでございま

す。 

 それから、２つ目の項目、資金の確実かつ

有利な管理及び運用につきましては、県が管

理しております歳計現金等の資金につきまし

て、確実かつ有利な方法、具体的には、金融

機関への預金あるいは国債などの債権による

運用になりますけれども、こういった方法に

よりまして、資金の管理や運用を行うもので

ございます。 

 会計課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

〇岡村管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 資料の39ページをお願いいたします。 

 管理調達課では、３項目を上げておりま

す。 

 １、物品の適正な出納及び管理につきまし

ては、物品取扱事務の適正な執行を確保する

ため、会計事務検査や職員研修等により、物

品の適正な出納及び管理を行ってまいりま

す。 

 ２、物品の集中調達の推進につきまして

は、調達事務の効率化を図るため、本庁にお

いては全ての物品、出先機関においては１件

20万円以上の物品について、管理調達課で一

括して調達いたします。 

 ３、業務委託契約の適正化につきまして

は、各所属の適正な入札契約事務の執行を支

援するため、相談機能を充実するとともに、

競争入札参加資格の審査を適切に行ってまい

ります。 

 また、本庁における電子入札システムの入

力・開札作業等の一元化としまして、管理調

達課がこの作業を代行して行います。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

〇井上人事委員会事務局総務課長 人事委員

会事務局でございます。 

 資料は40ページをお願いいたします。 

 まず、１、採用試験事務についてでござい

ますが、平成30年度に実施します採用試験等

の概要を、40ページには、県職員の大学卒業

程度、免許資格職、次の41ページには、県職

員の高等学校卒業程度、そして警察官、最後

に身体障がい者対象職員採用選考について記

載をいたしております。 

 それぞれの試験種類及び職種の区分ごと

に、そこに記載しております試験日、試験内

容のとおり実施することといたしておりま

す。 

 続きまして、41ページ２の「県庁のしご

と」魅力発信事業は、人材獲得競争が厳しさ

を増す中、熊本県職員を志望する人材をふや

すことを目的として、熊本県職員として働く

魅力を積極的に発信するため、県内外で開催

される合同企業説明会等への参加、県主催の

採用広報イベントの実施、また、職員採用ホ

ームページやフェイスブックを活用した情報
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発信など、多様な広報活動を展開するもので

ございます。 

 続きまして、３の公平審査事務は、職員の

勤務条件に関する措置要求、不利益処分に関

する審査請求その他苦情相談などの事務を行

うものでございます。 

 なお、県内の市町村等の事務についても受

託をいたしております。 

 最後に、42ページ４の給与制度等調査研究

事務は、議会及び知事に対しまして職員の給

与等について報告し、また、必要があると認

める場合は勧告を行うため、民間給与実態調

査等を実施するとともに、勤務時間その他の

勤務条件について調査、研究を行うものでご

ざいます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

〇田原監査監 監査委員事務局でございま

す。 

 資料の43ページをお開きください。 

 監査委員事務局では、４人の監査監のもと

で監査及び審査を行ってまいります。 

 まず、１の定期監査等の実施でございます

が、地方自治法に基づきまして、県の財務に

関する事務の執行、経営に係る事務の管理、

行政事務の執行等につきまして県の各機関を

監査しますほか、県が補助金等の財政的援助

を行っている団体等について監査を実施して

まいります。 

 次に、２の決算審査等の実施でございます

が、一般会計を初め各会計の決算について審

査を行いまして、知事へ意見書を提出いたし

ます。 

 また、現金出納の例月検査を行いますほ

か、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に基づきまして、財政の健全化判断比率等

の審査を行います。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

〇横井議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 資料の44ページをお願いいたします。 

 事業といたしましては、円滑な議会運営を

図るための各種事務を行うとともに、議員の

先生方の調査研究等に必要となります政務活

動費の交付等の事務を行うものでございま

す。 

 また、議会棟の適切な維持管理及び長寿命

化を図るための改修工事を行うものでござい

ます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

〇内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

〇 大造委員 幾つかあるんですけれど

も、基本的なことで、６ページをお願いしま

す。 

 知事への直行便て、もう随分長くやってい

ると思うんですけれども、これ、年間どのく

らい意見が来て、実際に知事は目を通されて

いるのか、ちょっと教えてください。 

 あと、県民対話事業も、どのくらいの回数

開く予定になっているのか、ちょっと具体的

に教えてください。 

 

〇市川広報グループ課長 広報グループで

す。 

 まず１点目の直行便ですが、平成29年度は

411件の直行便を受けております。例年同程

度の数であります。で、全て知事のほうに目

を通してもらうようにしております。 

 ２点目の県民対話事業ですが、昨年度は、

住まいの再生の部分が一番県政の重要なとこ

ろでありましたので、知事のほうが、被災し

た３市村、西原、阿蘇、南阿蘇のほうを訪問

しまして、仮設団地のほうを回りまして、住
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まいの４つの支援策について説明と意見交換

をしております。 

 それと、もう一つ、若者向けに、県立大学

のほうで大学１年生に対して、夢について意

見交換をしております。 

 以上です。 

 

〇 大造委員 了解しました。 

 続けていいですか。 

 

〇内野幸喜委員長 はい、どうぞ。 

 

〇 大造委員 27ページと28ページなんで

すが、まず、27ページのふるさとくまもと創

造人材奨学金返還等サポート事業なんです

が、これは６月の定例県議会で質問しようと

思っていまして、そのときに質問しようかな

……。 

 きょうヒアリングを実はこれに関して受け

ましてね、民間企業と県が２分の１ずつ奨学

金の返済を負担していくという事業みたいな

んですが、どうもいろいろ公平感という観点

からどうなのかなと思っていまして、例え

ば、東京、県外の大学に進学した生徒が、育

英会の資金年間80万円、４年間で320万円ぐ

らいですか、借りていたとして、ここに登録

している企業に就職したら全額返済してくれ

ると。２分の１は税金が投入されているわけ

で、まあいろんな考え方があると思うんです

けれども、県とか公務員になった場合は、全

然自分で返していかないといけないんです

ね。県庁に就職するにしても民間企業にする

にしても、熊本県のために戻ってくるわけ

で、この辺の不公平感とか、今後どうかなら

ないのかなと、きょうヒアリングで聞いたん

ですけれども、今この制度はこのままずっと

いく予定なのかどうか、ちょっと教えてくだ

さい。 

 

〇内田企画課長 企画課でございます。 

 本事業につきましては、まず、熊本地震か

らの復旧、復興を通じて、将来世代にわたり

熊本を発展させていくためには、次世代を担

う若者の地元定着が最重要課題という認識の

上に立っております。 

 奨学金返還等に係ります給付制度につきま

しても取り組みを進めていくということで、

４カ年戦略にも掲げて、具体的な制度の検討

をこれまで進めてまいりました。 

 特に、県と企業等が２分の１を拠出して基

金を設置して、それを原資に奨学金の返還等

を支援するという仕組みになっておりますけ

れども、制度創設に当たりましては、特に受

け皿となります県内の経済団体、それから企

業さんとの意見交換、それから、他県にも実

はかなり、全国で27、それから九州でも長

崎、宮崎、鹿児島、大分等で制度が創設され

ているところでございまして、特に各エリア

においてそれぞれ特徴ある制度が創設されま

して、九州内においては、やはり九州におけ

る、県外に出ていった方々がなかなか帰って

こないという問題があると。それから県外の

方が熊本の大学等に来られて、そのまま定着

していただければいいんですけれども、熊本

で学んだことを、また地元に戻ったり、ある

いは福岡とか東京に出ていかれてというよう

な実態がかなりあるということが、つかんで

いるところでございます。そういう実態を踏

まえて意見交換をしてきたところでございま

すけれども、特に、やはり中小の企業さんが

なかなかそういう人材を獲得できていないと

いう実態が広く大きく問題となっておりま

す。 

 まずは、熊本県といたしましては、そうい

う中小企業の方々をしっかり支援していくた

めにも、そういう方々を支援していくことが

一番ではないかということで、今委員がおっ

しゃった公務員等につきましては、まずは対

象外といたしておりまして、今検討しており

ますのは、県外大学の新卒者、それから県内
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大学の新卒者で、主に県外出身者、県外から

県内大学に来ておられる方、それから県外在

住の社会人の経験者で奨学金を使われている

方、あるいは奨学金を使われてない方も含め

ますけれども、そういう方々を対象に制度の

スキームを考えているところでございます。 

 今後、さらに経済界との意見交換を重ねな

がら、実際に人材を輩出されている大学のほ

うとも協議を重ねて、よりよい制度をつくっ

ていくというのが今年度の事業でございま

す。 

 できれば今年度の末にも、その学生さんの

登録あるいは企業さんの登録等を進めてまい

り、来年度、その登録をしっかり充実させて

いきながら、平成32年度の卒業生、就職者か

ら実際に適用していきたいというのがこの制

度の趣旨でございます。 

 今のところ、まずは制度を固めている段階

でございますものですから、対象者を広げる

とか、あるいはどうするかという点につきま

しては、まだそこまでには至っておりませ

ん。実際には、今私のほうが御説明しました

県としての政策を中心に進めてまいりたいと

いうふうに考えております。実際にスタート

させた上で、何か弊害等があれば、あるいは

さらなる要望等があれば考えていくというよ

うなスキームになってまいろうかというふう

に考えているところでございます。 

 以上です。 

 

〇 大造委員 しっかりお願いします。き

ょう説明を受けたのでは、220人が対象で、

２億円ずつで４億円、それを原資に奨学金

を、かわってこの資金から出していこうと。

これは中小企業に既に就職している人で、１

年の差で、最大で450万ぐらい自分で返すの

か、会社が返してくれるのかというふうに差

が出てくるというのは、１年の差で、えらい

差があって、ちょっと不公平感というのが出

るんじゃないかなと危惧しているんですが、

まあ質問もいたしますので、その辺は柔軟に

もう一回制度設計を見直すなり対応していた

だきたいと思います。 

 あと一ついいですか。 

 

〇内野幸喜委員長 どうぞ。 

 

〇 大造委員 28ページの４番と５番なん

ですけれども、この４番のふるさと投資応援

事業、これは、グループ補助金との違いとい

うのはどういうところにあるのか、ちょっと

詳しく教えてください。 

 それと、あと５番目なんですけれども、私

も企業の経営者と知り合いが多くて、熊本県

がＩＴ関係とかでかなり出おくれているんじ

ゃないかと。具体的には、福岡市の取り組み

とよく比較されるんですね。福岡のほうがも

のすごく起業家応援とかが充実していると。

日本という規模で考えてもちょっと、かなり

差があるんじゃないかと。 

 具体的に、私も、どう差があるのかという

のがちょっとわからないんですが、これはも

うそういう差を埋める事業になっているのか

どうか、その辺もちょっと教えてください。 

 以上です。 

 

〇内田企画課長 企画課でございます。 

 まず、ふるさと投資応援事業につきまして

は、これも、被災した中小企業さん等の支援

という部分がメーンでございます。 

 グループ補助金等との違いでございますけ

れども、先ほど言った、手法的には、インタ

ーネットを介して広く資金を集めるというク

ラウドファンディングの手段によって資金を

調達するということでございます。 

 中小企業においては、例えば、復興資金等

を金融機関等から借り入れたりしますと、非

常にそれは債務という取り扱いになって、債

務が増加して、なかなか、それ以降の経営の

瞬発力と申しますか、がなかなか発揮できな
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いというところもございますし、債務超過に

陥るというおそれもございます。そういう部

分を考慮いたしまして、こういうふるさと投

資という形を活用して広く応援をしたいと、

率直に応援をしたい、その事業を支えていき

たい、熊本地震からの復興に寄与したいとい

う方々の率直な応援の形、お金という形を集

めるようなことで、自由に中小企業さんが復

興に向けて頑張ることができるというような

スキームが、このふるさと投資応援事業のい

い部分、メリットの部分というふうに考えて

いるところで、推奨しているところでござい

ます。 

 次世代ベンチャー創出支援事業につきまし

ては、特に熊本の、昔から、自然環境ですと

か、資源に着目した自然共生型の産業という

のが、熊本は、特に熊本大学の薬学部等を中

心にこれまでもございました。そういう部分

に係る起業化に向けたベンチャーの方々です

とか起業者、特に大学の研究室から新しく起

業を創造していきたいという部分をとらまえ

て、産学官が連携して――済みません、さっ

き昨年度と申し上げましたが、平成28年度

に、県と肥後銀行、熊大、それから県の工業

連合会、それからこのベンチャーの創出支援

を支えるリバネスという株式会社でございま

すけれども、そことが連携協定に基づいてコ

ンソーシアムを創設いたしまして、事業のほ

うを開始しているところでございます。 

 委員のほうから御質問がございました福岡

のそのＩＴ産業等につきましては、ＩＴへの

支援につきましては、商工観光労働部のほう

でもいろんな支援を今までもやってきている

ところでございまして、そことかぶらないよ

うな形で、企画振興部としては、まずその自

然共生型という部分に着目して行っていると

ころでございます。 

 

〇 大造委員 了解しました。 

 

○前川收委員 ２つぐらい質問させてくださ

い。 

 26ページの税務課、２番のふるさと納税の

関係なんですけれども、説明を見ますと、発

災年の平成28年には約50億のふるさと納税が

ありました。翌年29年は７億円ということ

で、この数字だけを２つ比べれば激減してい

るということになっております。通常年がど

のくらいで納税があっていたのかというの

が、まずベースとしてわからないので、29年

の７億がどういう数字なのかもよく見えない

んですけれども、そこをちょっと説明してい

ただきたいことと、フォローアップという言

葉が最後に載ってきていますけれども、28年

度の50億は一つのチャンスだったんだろうな

と思っておりますけれども、発災当初とその

翌年ということで、これだけやっぱり差が出

るのかという思いがあっておりますが、その

辺のフォローアップはどうなさったのかを教

えてください。それが１つです。 

 もう一つは、これもちょっとなかなか答え

はまだ出ないんでしょうけれども、33ペー

ジ、川辺川ダム総合対策課の３番の五木村の

振興についてです。五木村振興交付金事業

で、ソフト事業も含めてですけれども、主に

ソフトだったのかな、５億円の基金事業だっ

たと思いましたけれども、たしか10億だった

か、幾らだったか忘れました。いずれにして

も、その基金を積んで、10億だったですか

ね、それをずっと取り崩しながら事業をずっ

とやってきたと思ってまして、もう30年度末

に基金残高の見込みが2,700万円ということ

になるそうですね。 

 ということは、五木村振興交付金事業につ

いての今後のありようというのをやっぱりき

ちっと議論をしていかなければならない時期

なんだろうと思ってます。県議会では、五木

村振興条例というのを条例化して、議員提案

で条例をつくらせていただいて、川辺川ダム

問題の中で翻弄された五木村の振興に対し
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て、熊本県として責任持ってやっていこうと

いうような形の中で、条例までつくったわけ

でありますが、このことの方針がまだ、今か

らだろうと思いますし、当然、五木村とちゃ

んと相談をしていかなければいけないことだ

とは思ってますが、概要的な状況について教

えてください。２つ。 

 

〇増田税務課長 税務課です。 

 まず１点目でございます。平成28年以前の

寄附額の実績についてでございますが、26

年、27年につきましては、9,600万、9,300万

程度ということで、これでも都道府県で見ま

すと上位の数字でございました。 

 それから、フォローアップにつきましてで

すが、実際のところ、28年度につきまして

は、もともとふるさと投資は個人からの寄附

ということなんですが、ここが被災地支援と

いう意味合いもありますもんですから、企業

からの、企業というか、企業、団体からの大

口の支援も、このふるさと納税を通して来て

いるという部分がございました。ですので、

そういう意味合いでも、かなり多くのお金を

御支援いただいたのかなと思っているところ

でございます。 

 フォローアップについては、28年度自体

は、全体で２万4,000件程度の御寄附をいた

だいたものですから、そのあたりの処理にど

うしても時間を割かなきゃいけないというの

もあったと思います。昨年あたりも報告書等

を作成しお送りするなどして、あと、インタ

ーネットを使った広報等も行いながらやって

おるところでございますが、他県の状況も見

ながら、いいアイデアを取り入れながら、今

後とも進めてまいりたいと思っているところ

でございます。 

 以上です。 

 

〇吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 五木村の振興につきましてですけれども、

委員のおっしゃるとおり、五木村振興条例を

策定いただきまして、それに基づいて10億円

の基金を使いまして進めてまいっておりま

す。 

 その五木村振興条例の中で、計画をつくっ

て振興するということになっておりまして、

ふるさと五木村づくり計画という10年間の計

画をつくって、これまで振興してまいりまし

た。ただ、その振興条例自体は、期限の定め

はございません。 

 これまでの対策というか、進めてきた振興

によりまして、例えば、観光客が増加したり

とか、木材生産がふえたりとか、あと、ハー

ド整備のほうも相当進んだというようなこと

がございまして、一定の成果は上がっている

というふうには感じておるところでございま

すけれども、まだ村のほうでは、例えば収入

増とか雇用の効果が不十分だというような声

がございますし、あと、なかなか人口減少が

抑制できていないというようなところもござ

います。 

 半世紀にわたってダム問題に翻弄されてき

た五木村の振興でございますので、今後、村

とよく協議をしながら、31年度以降につい

て、具体的にどのような振興策をとっていく

のかというのを相談してまいりたいというふ

うに思っております。 

 

○前川收委員 ふるさと納税については、１

億弱のベースだったのが50億にどんとふえた

わけですね。それで去年が、まだ７億いただ

いたということでしょうから、いただいた後

に御報告をなさるし、また、お礼とか何かい

ろんなことをされるし、他県では、熊本もや

っているのかな、何かお土産みたいなやつを

送ったり、それがいいか悪いかはちょっと別

として。ただ、いただいたということは非常

にチャンスで、報告をすることも実は、次の

また納税をお願いできやすい環境がつくれる
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んだと思ってますので、そこのフォローアッ

プをきちっとやっていくと、熊本関係者の方

がまたやっていこうという気持ちをしっかり

持っていただけるような努力をしていただけ

るようにお願いいたしたいと思います。 

 それから、五木村の分については、ちょう

ど10年ですよね、ことしの９月で丸10年で、

あのときさまざまなことがあったし、その10

年間の振興計画が、ことしは多分最終年にな

るんですかね。やっぱりこれはしっかり総括

をしていただき、次にどうつないでいくかと

いうことをしっかり五木の皆さん方と議論を

重ねて、県が一方的に、もう10年たったから

終わりですとか、そんな話じゃなくて、しっ

かり向き合っていただきますようにお願いを

申し上げます。 

 たしか我々がつくった条例には期限は入れ

てなかったというふうに思っておりますの

で、その条例の趣旨も生かしながら次へのス

テップがつながるようにしっかり。これは、

やっぱり五木村とどう向き合って話をしてい

くかということだと思っていますので、我々

のほうに何か不満がどんどん入ってきちゃう

と、いろいろやりにくいところもございます

ので、そこはしっかり丁寧にやってくださ

い。 

 以上です。 

 

〇内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

〇早田順一委員 12ページの、人事課にお尋

ねしますけれども、熊本地震から２年経過い

たしまして、職員の皆さん方の疲労という

か、残業時間も含めて、徐々にではあると思

いますけれども、減ってきているんじゃない

かなというふうに思っております。 

 また、他県からも派遣してもらったり、任

期つき職員の方もふえているということであ

りますけれども、これからの職員の皆さん

方、今も残業とかはされていると思います

が、その今の時点での、どうなんですか、そ

の負担の感じ方というのは、どんな感じなん

でしょうか。 

 

〇小原人事課長 人事課でございます。 

 時間外について申し上げますと、いわゆる

一月80時間を超えるような長時間の時間外に

ついては、平成28年度が1,600人近くいらっ

しゃったんですが、昨年度は平成27年度をち

ょっと超えるぐらいの、まだちょっと確定数

値ではございませんのであれですけれども、

300人から400人の間ぐらいの人数になろうか

というところでございます。 

 ただし、全体の時間外としましては、平成

27年度発災前よりもやはりふえているという

状況にはございますので、職員の負担はまだ

続いているということは言えるかというふう

に思っております。 

 

〇早田順一委員 しっかり環境を整えていた

だいて、もとの状況ぐらいには戻していただ

きたいというふうに思っておりますけれど

も、例えば、部とか課によって、震災に関係

なくマンネリ化して残業しているところがあ

るとか、そういうところってあるんでしょう

か。 

 

〇小原人事課長 やはり阿蘇振興局の土木、

農政あたりの事業課あたりは、地震発生後か

なり時間外がふえているという状況もござい

ます。 

 重点的に、任期つき職員あるいは他都道府

県からの応援職員等についても配置させてい

ただいているんですが、かなり時間外はふえ

ているという状況にあると思います。 

 あと、その時間外を除いて慢性的にという

話になりますと、年度によって変わったりも

しますけれども、やはり基本的にずっと多い

所属もございますが、なかなかそれをどこか
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というのは今すぐは出ませんけれども、時間

外が多いところもございます。 

 

〇早田順一委員 多分、何か原因があると思

うので、例えば、国とのやり取りとか書類が

大変とか、何かそういうのがあると思うんで

す。その辺を改善できるように、ぜひ努めて

いただきたいと思います。 

 それと、もう１点いいですか。 

 今度は私学振興課、22ページ。３番の施設

というか非構造物ですね、体育館等と思いま

すけれども、この学校施設の耐震化の今回の

予算が１億7,300万ほど出ておりますけれど

も、これを整備したことによっての進捗率と

いうのは、どれぐらいになるんでしょうか。 

 

〇塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 昨年度、災害復旧事業とあわせまして耐震

化が必要な分はやっているところでございま

す。29年４月１日現在で、中学、高校で83.1

％が耐震化についてございました。 

 今委員のほうからは、ことしの事業によっ

てどれくらい進むかということでございます

けれども、まだ今事業計画の段階でございま

すので、恐らく昨年から29年度で４ポイント

ぐらいは耐震化率も向上すると思いますけれ

ども、本年度さらに上積みがなるように、数

値のほうは確実なところは申せませんけれど

も、上積みになるように、学校のほうに耐震

化の向上について促していきたいと思ってい

ます。 

 

〇早田順一委員 その補助率がどれぐらいか

ちょっとわかりませんけれども、公立に比べ

るとやっぱり私立は負担がかなり多いと思い

ますので、とはいえ、やっぱり地震とか起き

たときに体育館なんかから落下したりとか、

それでけがをしたり命を落としたりというの

が多分多いと思いますので、いつ何どき地震

が起こるかわかりませんので、ぜひ積極的に

進めていただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。 

 

〇内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

〇大平雄一委員 ４ページですね。震災ミュ

ージアムの具体化推進事業について、質問さ

せていただきます。 

 これまで有識者会議等では、遺構を保存し

て回廊にするであったり、デジタルアーカイ

ブ事業、こういったところを言われたんです

けれども、ここで初めて拠点機能の具体化と

いうふうにされているんですけれども、拠点

機能をどういうふうに現在でお考えなのかを

ちょっと質問します。 

 

〇白石政策審議監 知事公室でございます。 

 震災ミュージアムにつきましては、先生お

っしゃいましたとおり、29年度に有識者会議

の御意見をいただきまして、29年度の末に県

の方針を策定したところでございます。 

 その中で、東海大キャンパスと、それから

今度新たに検討しております防災センター、

そこを県の拠点として位置づけて、そしてそ

れぞれにどういった機能を持たせるかという

のを、この今回の予算で検討していくという

ようなものでございます。 

 ですので、中身は今からでございますけれ

ども、随時外に委託をしたりしながら検討し

ていくということにしております。 

 以上です。 

 

〇大平雄一委員 市町村も考えておられると

ころもあるかと思うんですけれども、その県

庁内に、東海大というふうなお話ですけれど

も、観光の資産であったりこういうものにも

つなげられるんじゃないかと思うんですよ

ね。そういったところで、県庁内に置くとい
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うことが、そういったところでもプラスのあ

る効果が出るのかなというところが、ちょっ

と疑問に思うんですけれども、その辺はどう

いうふうにお考えでしょうか。 

 

〇白石政策審議監 拠点機能としては、今申

し上げた２カ所なんですが、最終的にといい

ますか、今市町村が検討されているそれぞれ

の震災の遺構、それからそれぞれ考えられて

いる拠点、例えば熊本市であれば熊本城と

か、益城町であれば天然記念物になった断層

のところとか、そういったところと、いわゆ

る二層性と言っておりますけれども、県と市

町村がそれぞれ考えたものを全体でつない

で、そして一体になってやっていこうとして

おりますので。 

 それから、今年度市町村と一緒になった会

議をつくりまして、中で一緒に協議しながら

全体的に進めていこうというふうに考えてお

りますので、市町村としっかり連携して進め

ていきたいというふうに思っております。 

 

〇大平雄一委員 私も今後も一緒になって、

その辺を聞かせていただいて、市町村と連携

して進めていければと思いますので、よろし

くお願いします。 

 

〇内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

〇溝口幸治委員 31ページのくまもと若手芸

術家海外チャレンジ事業、学生や若手芸術家

に対してということですけれども、昨年度の

何か実績、どれぐらいの数行っているのかと

いうことと、この若手芸術家はどこまでが若

手なのか、年齢制限とかもあるのか、ちょっ

と教えてください。 

 

〇西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 今、先に年齢のほうでございますが、特に

制限は設けておりません。一般的に若手と言

われるところまでで、それは審査の中で、実

績をまだ上げてないという若手というふうな

定義で審査をされているかと思っておりま

す。 

 それと、済みません、実績でございます

が、主に昨年度の実績でいきますと、分野で

いきますとピアノとかバレエとか、そういっ

たものが多うございます。 

 研修先は、カナダとかアメリカ、ヨーロッ

パが多くなっております。 

 研修期間もそれぞれでございます。研修を

受ける分でありますとか、あとはコンクール

に出場するために渡航されるとか、そういっ

たものもございますので、まちまちでござい

ますけれども、いずれにしても、渡航費と研

修費だけしか負担はいたしませんので、滞在

費は自分持ちという形になっておりますの

で、そんなに長くは滞在はされてないという

ふうな状況でございます。 

 ちなみに、昨年は、実績といたしましては

８件しております。例年、大体７件とか８件

とか、それぐらいの状況でございます。 

 

〇溝口幸治委員 はい、わかりました。 

 

〇内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑ありませんか。 

 

〇 大造委員 24ページでして、平成28年

熊本地震復興基金の交付で、金額はかなり大

きいんですけれども、活用事業ごとの統一ル

ールというのをもうちょっと詳しく教えてい

ただきたいんです。どういうルールがなく

て、今年度新規でどういうルールをつくって

いくのか、幾つぐらいの事業でこの金額にな

るのか、ちょっと教えてください。 

 

〇間宮市町村課長 市町村課でございます。 
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 ちょっと説明の書きぶりがわかりづらくて

恐縮なんですけれども、活用事業ごとの統一

ルールについては、さまざま復興基金事業を

御用意しておりますけれども、例えば、代表

的なものといたしましては、宅地の被害への

補助でございます。これについては、例え

ば、公共事業の対象とならない宅地の被害、

これを復旧する方に対して、復旧費の約３分

の２を補助するというようなルールを定めて

おります。 

 また、ほかには住まいの再建事業というこ

とで、知事も４つの住まい再建事業というこ

とでいつも申しておりますが、引っ越しに要

する費用を10万円補助するですとか、あとは

お金を借りた場合の金利分を補助するですと

か、そういったルールをそれぞれ定めて交付

しているという意味でございます。 

 で、このルール分につきまして、今どのぐ

らいの事業数があるかということについてで

すけれども、市町村分については36の事業を

御用意しております。また、県分も18の事業

がございまして、合計54の事業を今用意して

おるところです。 

 24ページは市町村分ということですので、

36事業で150億円の配分ということで考えて

おります。 

 以上、よろしくお願いします。 

 

〇 大造委員 了解しました。 

 

〇内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

〇内野幸喜委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 

〇西尾文化企画・世界遺産推進課長 委員

長、済みません。 

 文化企画・世界遺産推進課でございます

が、済みません、先ほどの年齢制限でござい

ますが、溝口委員からの質問でございます

が、15歳以上30歳未満という制限を内輪で設

けておりますので、訂正させていただきま

す。 

 

〇内野幸喜委員長 わかりました。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から、報告の申し出が１件あってお

ります。まず、報告について執行部の説明を

求めた後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いいたします。 

 

〇白石政策審議監 知事公室でございます。 

 お手元にございます「復興祈念ウィークの

取組みについて」というＡ４縦の資料をお願

いいたします。 

 県では、熊本地震の発生から２年となりま

す平成30年４月中旬の約２週間を復興祈念ウ

イークと位置づけ、さまざまな取り組みを実

施いたしました。 

 まず、熊本地震犠牲者追悼式でございま

す。４月14日に、県議会の先生方や御遺族に

御参列いただきまして、追悼式を開催いたし

ております。内閣府防災担当大臣や国土交通

大臣からも言葉をいただき、犠牲になられた

方々への哀悼の意をあらわしたところでござ

います。 

 次に、翌15日には、くまもと復旧・復興有

識者会議を開催いたしました。五百旗頭座長

など５人の委員の皆様に御参加いただきまし

て、これまでの歩みを振り返るとともに、今

後熊本が目指す姿について、意見交換を行い

ました。 

 次に、職員参集訓練でございます。４月16

日の早朝６時から訓練を実施しております。

知事を初め、対象となる3,900人の職員が参

加し、大規模災害時の参集体制と初動対応の

確認などを行ったところでございます。 

 その次、その後に開催いたしました復旧・

復興本部会議では、この２年間の復旧・復興
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の進捗状況を各部局から報告し、課題を共有

するとともに、復興への決意を新たにしたと

ころでございます。 

 引き続き、熊本地震からの創造的復興に向

けて全力で取り組んでまいります。 

 知事公室からは以上でございます。 

 

〇内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

〇内野幸喜委員長 なければ、次に、その他

に入りますが、何かありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

〇内野幸喜委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書等が４件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして第２回総務常

任委員会を閉会いたします。 

  午後３時39分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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